
貸  　借  　対  　照  　表

第５８期 ＥＮＥＯＳジュンテック株式会社

金        額 金        額

円 円

 1,768,193,270  1,495,285,274

流   動   資   産 (  1,497,850,733 ) 流   動   負   債 (  935,484,883 )

受 取 手 形  49,684,780 買 掛 金  644,916,879

電 子 記 録 債 権  4,123,751 一年以内リース債務  19,814,490

売 掛 金  848,918,226 未 払 金  104,365,419

商 品  3,171,950 未 払 法 人 税 等  11,214,300

前 払 費 用  20,681,456 未 払 消 費 税 等  17,044,800

預 託 金  569,387,044 未 払 費 用  12,841,800

未 収 入 金  1,883,526 前 受 金  4,597,015

預 り 金  4,520,478

賞 与 引 当 金  93,819,702

固   定   資   産 (  270,342,537 ) 役 員 賞 与 引 当 金  22,350,000

有 形 固 定 資 産 [  94,700,717 ]

建 物 附 属 設 備  18,923,629 固   定   負   債 (  559,800,391 )

構 築 物  13,868,250 リ ー ス 債 務  28,398,685

車 両 運 搬 具  3 預 り 保 証 金  223,856,824

工 具 器 具 備 品  19,102,640 退 職 給 付 引 当 金  287,294,882

リ ー ス 資 産  42,806,195 役員退職慰労引当金  20,250,000

  純  資  産  の  部  272,907,996

投資その他の資産 [  175,641,820 ] 株  主  資  本 (  272,907,996 )

関 係 会 社 株 式  111 資    本    金 [  32,000,000 ]

差 入 保 証 金  35,363,769 利 益 剰 余 金 [  240,907,996 ]

繰 延 税 金 資 産  140,254,430 利 益 準 備 金  8,000,000

そ の 他 の 投 資  23,510 その他利益剰余金  232,907,996

繰 越 利 益 剰 余 金  232,907,996

 1,768,193,270  1,768,193,270

（2022年3月31日現在）

資    産    合    計 負債および純資産合計

科        目 科        目

  資   産   の   部   負   債   の   部 



損　益　計　算　書

自　2021年　4月　1日

至　2022年　3月31日

第５８期 ＥＮＥＯＳジュンテック株式会社

円 円

4,696,407,195

4,185,732,665

510,674,530

416,772,927

93,901,603

329,410

1,000

14,209,771 14,540,181

1,180,245 1,180,245

107,261,539

107,261,539

61,203,534

△9,994,606

56,052,611

支 払 利 息

営 業 外 収 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

受 取 配 当 金

営 業 外 費 用

雑 収 入

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

受 取 利 息

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益



個別注記表

（１）資産の評価基準および評価方法

　たな卸資産の評価基準および評価方法 移動平均による原価法を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

（リース資産を除く） 　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金　 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

　②賞与引当金 　従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。

　③役員賞与引当金 　役員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。

　④退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基く当期末自己都合要支給額を計上し

ております。

　⑤役員退職慰労引当金 　役員の退職金支出に充てるため、内規に基く期末要支給見込額を計上しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

　②連結納税制度の適用

　　　連結納税制度を適用しております。

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 株

（２）剰余金の配当に関する事項

　①２０２１年６月２８日の定時株主総会において、次のとおり決議されております。

　　ア．配当金の総額 円

　　イ．１株当たり配当額 銭

　　ウ．配当の原資

　　エ．基準日

　　オ．効力発生日

　②２０２２年６月２２日開催予定の定時株主総会において、次の議案が付議されております。

　　ア．配当金の総額 円

　　イ．１株当たり配当額 銭

　　ウ．配当の原資

　　エ．基準日

　　オ．効力発生日

利益剰余金

2022年3月31日

2022年6月23日

778円03

利益剰余金

2021年3月31日

2021年6月29日

28,026,306

437円91

49,793,890

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　定額法を採用しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

普通株式 64,000


